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1　はじめに
　ライフサイクル・コスティング（life　cycle　costing：以下LCCingという）の概念は，1960
年代初めに，米国国防総省の兵器システム調達の意思決定支援手法として利用されることで広
く知られることとなった（Dhillon，1989，　p．1）。米国国防総省は，兵器システムにかかわる支出
の多くは，調達後の維持・運営にかかわるものであることを突き止め，調達の意思決定に際し
ては，調達原価のみならず，その後の支出も含めたシステムの全ライフサイクルでの経済性を
考慮することが必要であるとの認識をもつに至ったのである。その後，LCCingは，巨大プロ
ジェクト建設のためにも，その後の維持・運営費の大きさから有用性が注目され利用されるこ
ととなるが（Pfohl　und　Wuebbenhorst，1983，　S．143），そうこうしているうちに，製品一般の調
達意思決定に際しての経済性分析のためにも利用されることになったのである。
　近年の企業間競争は，グローバル化，技術革新消費者ニーズの多様化のもとに激しさを増
している。企業は，こうした環境の中で，持続的な競争優位を確立・維持していかなければ，
その存続が危ぶまれる。そのために，このような企業間競争の激しい環境にある企業は，たえ
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ず短い間隔で新製品あるいは改良品の市場化努力をし続けなければならない。同時に，その結
果，短い市場サイクルとなったこれら市場サイクルから消滅した製品のアフターケアにも努め
なければならないのである。
　さて，企業は，新製品あるいは改良品によって期待成果をあげることができるかどうかを，
インプットとアウトプットの関係，つまり，収益率によって評価する。伝統的な原価計算手法
は，この収益率算定のために，製造プロセスに注目してきた。しかし，上述したような環境変
化にたいしてはさらに新たな視点を加えなければ適切な経営意思決定のための情報を提供す
ることはできない。短い期間で繰り返される製品開発と製品改良には，品質，時間，原価，革
新力の優位性が必要であり，そのための研究開発および設計ならびに製造準備への投資が不可
欠である。さらに，市場サイクルの短縮化から製品が市場から消滅したとしても，それらの製
品は利用者の手許で，なおその後も利用され続けることになる。これに対する維持・保全，ア
フターサービス，取替部品の在庫，保証などのサポート体制を充実させておくことは，今日の
顧客の要求にこたえるため，ひいては企業の競争力を維持していくためには不可欠である。そ
こで，前者の活動によって発生する原価を，製品開発原価（Vorlaufkosten），および，後者の
活動によって発生する原価を，製品保有原価（Folgekosten）とするならば，これらの原価が，
製造プロセスで発生する原価とならんで，近年の企業の経営意思決定の会計1青報として重要な
意義をもつことになると考えられるのである。そのために有用だと考えられるのが，上述した
LCCing概念であり，計算技法である。そこで，本稿の目的は，製品提供者の視点で，この
LCCingが，具体的にどのように意思決定支援の手法として適用されることになり，上述した
経営課題を克服する経営意思決定支援のための会計1青報を提供することができるのか，その問
題点とともに，その方法を提示していくことにする。
2　伝統的な原価計算の問題点とPLCCingの意義
　これまで，たいていの企業は，製品開発原価と製品保有原価を，それが発生した期間の原価
として処理をしている。つまり，これらの原価は，期間費用として，当該期間の製品に負担さ
せることになる。しかし，当該期間の製品は，この原価発生原因とはなっていないことは明ら
かである。なぜなら，後述するように，原価決定と原価発生には大きな時間的なずれがあるか
らである。したがって，こうした製品開発原価と製品保有原価の意義の重要性が高まったこと
を考えるならば，このような伝統的な原価計算手法に基づく短期経営成果計算では誤った経営
意思決定を引き起こす可能性があるといえるだろう。この伝統的な原価計算における不足を解
決するために，製品の全ライフサイクルについての全原価と全収益の計画・統制のための手法
が必要となるのである。製品ライフサイクル・コスティング（product　life　cycle　costing：以
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下PLCCingという）とは，まさに，このような経営課題を解決することのできる手法として，
製品提供者の視点で，LCCingの概念を利用しようとするものである。
　そうしたことから，MD，シールズおよびS．　Mヤング（Michael　D．　Shields　and　S．　Mark
Young）は，　LCCingを製品提供者の視点からPLCCingとして利用するための重要な点を2つ
あげている。1つは，製品の全ライフサイクル・コストのほとんどは，製品ライフサイクルの
早期になされた意思決定によって決定されるということである。つまり，製品の全ライフサイ
クル・コストを管理する，あるいは，引下げるための重要な鍵は，早期の意思決定に焦点をあ
てることの重要性を指摘しているのである（Shields　and　Young，1991，　p．39）。他の1つは，
PLCCingの計算対象であるライフサイクル・コストの範囲である。ライフサイクル・コストは，
設計から製造，サービス，さらには，製品の保守・運用・維持，最終的な処分に至るまでの製
品の全生涯で発生するコストととらえられることになる（Shields　and　Young，1991，　p．39）。
（1）早い段階の意思決定根拠となる原価決定と原価発生の時間的なずれの証拠
　今日，これら2つの点は，PLCCingを考察し，展開していく上で重要な基礎となる。しかし，
2つの点について7さらにここで，議論しておきたい。まず前者の視点について，これまで多
くの論者も指摘しており，既成の事実として議論の余地のない出発点となっている。しかし，
問題は，この原価決定と原価発生の時間的ずれによる早期の意思決定についての重要性の経験
的な証拠は，これまでほとんど示されていないということにある。C．ツェーボールド（Cornelia
Zehbold）も同様の指摘を以下のようにするとともに，その証拠を探し出している。この経験
的な事実について知っていたのは，技術者であり，原価計算の領域では，これまで，ほとんど
顧慮してこなかった。なぜなら，原価計算は，記録と決算書作成目的が主要な関心事だったか
らである（Zehbold，1996，　S．47）。そう述べたうえで，1987年のドイッ技術者協会（Verein
deutscher　Ingenieure：VDI）における原価決定と原価発生の比率についての調査結果を示して
いる（表1参照）1）。この調査結果は，原価決定と原価発生の時間的なずれを証明するものと
して，また，早い時期での意思決定の重要性を示すための重要な証拠だと思われる。
機能領域 原価決定 原価発生
開発・設計 70％ 6％
作業準備・製造 20％ 36％
購買・材料管理 7％ 40％
販売および管理 3％ 18％
　表1　製品原価の原価決定と原価発生の機能領域ごとの比率（VDI基準2235，　S．3）
（出所）Zhebold，　Cornelia（1996），“Fruezeitige，　lebenszyklusbezogene　kostenbeeinfiussung
　　　und　Ergebnisrechnung，”Kostenrechnungsprαxis，40Jg．，Heft　1，　S．47．
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（2）発生サイクルとサービス・サイクルで発生する原価・収益の把握・帰属問題
　次に，後者の視点である収益性評価のインプット要素であるライフサイクル・コストの範囲
およびアウトプット要素であるライフサイクル収益の範囲の前提となる製品ライフサイクル概
念をもう少し明らかにしておく必要があるのではないだろうか。シールズおよびヤングは，
マーケティングの視点，生産の視点，顧客の視点，社会的な視点の4つを，製品ライフサイク
ル概念として取り上げている（Shields　and　Young，1991，　p．40）。その結果として，上述したよ
うに，製造者段階で発生する原価に，消費者段階，さらには廃棄段階で発生する原価にまでラ
イフサイクル・コストの範囲を拡大している。しかし，4つの視点のライフサイクル関係が明
らかにされていないため，伝統的な原価計算における原価と収益の把握の問題点と，その解決
としてのライフサイクル・コストとライフサイクル収益を把握するPLCCingの向かうべき方
向があいまいのように思われる。そこで，ここではドイッにおける一般的な製品ライフサイク
ル概念の展開を，PLCCingを考察するうえでの前提としたい。すなわち，製品ライフサイク
ルを一般によく知られているマーケティングの視点としての市場サイクルだけではなく，これ
に，市場化前の発生サイクル（Entstehengszyklus），市場から利用者に引き渡したあとのサー
ビス・サイクル（Nachsorgezyklus）を加えた3つの統合的な製品ライフサイクルとするので
ある。一般によく知られたマーケティングの視点である市場サイクルだけを製品ライフサイク
ルとするならば，市場における限定された期間に製品と関連して発生する原価と収益だけが収
益性計算のための考察対象となる。つまり，伝統的な原価計算の主要な考察視点である。しか
しながら，製品は市場参入前も，市場参入後も，市場退出後も企業の資源と結び付いていると
いう事実がある。近年の経営環境の変化は，この製品の市場参入前と市場退出後の意義が企業
の存続にとって重要となることは上述したとおりである。そこで，それぞれのサイクルの特徴
を明確に識別すると同時に，この3つのサイクルを統合したサイクルを製品ライフサイクルと
して捉えることが，伝統的な原価計算に不足する部分を補完することのできる有効な手法とし
てのPLCCingの出発点となると考えられるのである。そこには，発生サイクルの活動と製品
開発原価，市場サイクルの活動と伝統的な原価計算で把握される製造原価サービス・サイク
ルの活動と製品保有原価という分類が行われることになるのである。
　このような議論から，PLCCingの果たすべき主要課題は，1つには，原価決定と原価発生
の時間的なずれから生ずる原価決定，とりわけ，発生サイクルにおける活動から生ずる原価作
用に注目し，製品ライフサイクル全体で発生する原価すなわち，ライフサイクル・コストを
最小化することにある。表2および表3は，それぞれ3つのサイクルにおける活動およびその
活動によって発生する原価および収益の例を示したものである。そこで，これら発生サイクル
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における活動を，その後に発生する原価決定のための発生原価とみて，その原価の増加が，そ
の後のサイクルにおける活動から発生する原価を引下げることができるのか，そして，それは，
どのくらいの原価引下げを可能とするのかが考慮されなければならない。それについて，たと
えば，シールズおよびヤングは，発生サイクルにおける市場分析，製品構想・製品設計・製品
テスト活動により発生する原価増加によって，のちの製造・販売およびサービス活動により発
生する原価の8～10倍を節約すると指摘している（Shields　and　Young，1991，　p．39）。
　PLCCingの他のひとつの主要課題に，収益性算定がある。意思決定支援のために，それぞ
れのサイクルで発生する原価・収益をその期間に割当てるのではなく，市場段階にある製品に
たいして，発生原因志向で割当てられなければならない。そのために，PLCCingは，特定製
品の原価・収益を把握し，それらを3つのサイクルごとに，当該製品ごとに分類することにな
発生サイクル 市場サイクル 保守サービスサイクル
・環境分析，アイデア
E代替案の選択
E研究・開発
E生産準備・販売準備
・市場導入
E市場浸透
E市場飽和
E市場衰退
・保証
E維持・修繕
E廃棄
　　　　　　　　　　　表2　製品ライフサイクルとその活動
（出所）Back－Hock，　Andrea（1992），“Produktlebenszyklusorientierte　Ergebnisrechnung，”
　　　Wolfgang　Maennel（Hrsg．），　Handbuch　Kostenrechnung，　Wiesbaden，　S．706．
発生サイクル 市場サイクル サービス・サイクル
・技術上の準備原価 ・市場導入費 ・維持費・修繕費
（研究開発費） （新製品，改良品） ・保証費
・販売のための準備原価 ・製造原価 ・不適合品費（仕損費）?
（市場調査費） ・廃棄費
価 ・その他の準備原価 ・利用費
（組織費） ・その他
・製品改良のための原価 （取替用部品在庫費）
（適合費／変更費）
・研究開発補助金収入 ・活動収益 ・維持収益・修繕収益
収 ・研究開発に対する税制上 ・経常収入 ・リサイクル利用収益
益 の優遇 ・撤収収入 ・その他収益
（取替部品収益）
　　　　表3　ライフサイクルコスト・ライフサイクル収益のカテゴリー
（出所）Beate　Kremin－Buch（2004），　Strategisches　Kostenmanagement，　3．　Aufl．，　Gabler，
　　　Wiesbaden，　S．145（一部修正）
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る。特定製品にたいして発生原因志向で割当てられる収益・原価，つまり製品成果についての
意思決定支援情報アプローチは，2つの計算・報告形式が考えられる。1つは，投資計算方式
によるアプローチ，他の1つは，補償貢献額計算方式によるアプローチである。前者のアプ
ローチは，収入と支出を利用し，それを時間価値で評価することになる。後者のアプローチは，
原価と収益を利用することになる。ここでは，利用される原価と収益概念が問題となるが，結
局，両者のアプローチの大きな相違は，時間の考慮にある。前者のアプローチは，収入と支出
を割引現在価値にすることによって他の代替案と比較可能となるが，後者のアプローチは，こ
れを断念する（Brecht，　2005，　S．111）。　B．クレミンーブーフ（Beate　Kremin－Buch）は，両者の
アプローチについて次のように述べている（Kremin－Buch，2004，　S．165）。前者は，時間価値を
割引によって考慮し，原価計算と投資計算の溝を埋めていることについて，後者のアプローチ
よりも優れている。他方で，後者のアプローチは，原価計算によって期待される情報たとえ
ば，期間補償貢献額を提供できるということについて，前者よりも優れている。次に両者のア
プローチを示すことにする。
原価・収益帰属計算
発生サイクル 市場サイクル サービス・サイクル
原　　価　　収　　益 原　　価　　収　　益 原　　価　　収　　益
製品F
ｻ品G
ｻ品H
C　　　　●　　　　■
製品A
ｻ品B
ｻ品C
潤@　　　　．　　　　　・
製品1
ｻ品J
ｻ品K
怐@　　　●　　　　■
　　　　　　　　　　　　表4　原価・収益帰属計算
（出所）Brecht，　Ulrich（2005），　Kostenmanαgement－Neue　Tools　fuer　die　Praxis－，　Gabler，
　　　Wiesbaden，　S．105
3　投資計算方式によるアプローチ
　投資計算は，通常，先に支出があり，その後の期間で支出および収入を見込む収支の流れに
よって特徴づけられる。今日の収入は明日の収入より大きな価値がある。今日の収入は，明日
に利子を生み出すことができるからである。貨幣の時間価値といわれるものである。貨幣の時
間価値を考慮する投資計算は，現在価値，終価，内部利子率などによって長期的な成果目標を
もつ投資代替案を評価することができる。クレミンーブーフが示す適用事例よって，この投資
計算手法を適用したPLCCingの概略を以下で示すことにする（Kremin－Buch，2004，　S．150f．）。
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【事例】
　ある企業は，医療用診断の新装置を市場に導入することを考えている。このモデルは，10
年間で，およそ1，000台の販売が計画されている。そこで，次のように，この製品に関して，
10年間の収入と支出を見積もる。
・　2004年～2006年　発生サイクル　開発設備投資管理のための支払いだけが発生
・　2007年～2011年　市場サイクル　上記支払いのほか，販売，保守の支払い発生
　　　　　　　　　　　　　　　　　販売，保守からの収入獲得
　　2012年～2013年　サービス・サイクル　保守，廃棄，管理のための支出だけ発生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市場サイクルで販売した製品の保守からの収入
（1）新製品発売による採算性を調べる（表5参照）
（正味現在価値法の適用）
　この基礎資料に基づいた現金収支を時間の流れに沿って記入したあと，これを2004年の最
初の決済時点の時間価値で評価するために，正味現在価値法を適用する。このときの正味現在
価値に評価替えするための割引率は，投資に望まれる最低利子率（計算利子率）で行うことに
なる。
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　　　　　　　表5　投資計算方式によるPLCCingの適用例（1）
出所）Beate　Ktemin－Buch（2004），　Strategisches　Kostenmanagement，　3．Aufi．，　Gabler，　Wiesbaden，
　　S．150f（一部修正）
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投資に望まれる最低利子率は，他人資本にたいして支払わなければならない利子率，ないし，
当該投資が有利なために，代替的な投資を断念することで見逃してしまう利子率を当てること
になる。さらに，正味現在価値法の特徴は，再投資が前提とされているので，全期間に発生す
る収入超過についても，計算利子率が当てられるということが仮定されている。ここでは，計
算利子率i＝12％で計算されている。
　正味現在価値（k）は，すべての収入の合計（Et）とすべての支払の合計（At）の差異であ
り，両者は，最初の資金支払の時点に関係づけられる。現在価値は，最初の資金支払時点に期
間ごとの収入超過あるいは収入不足の割引現在価値の合計で表すこともできる。
　　K　＝　ΣEt（1＋i）－t一ΣAt（1＋i）Tt
　または，
　　K　＝　Σ　（Et－At）（1＋i）－t
（表5の説明）
・収支残高は，毎年の名目的な収入と支出の差である
・累積収支は，各年の名目的な収入超過ないし支出超過を加えたものである。たとえば，2010
　年の累積収支は，－26＋一　41＋－51＋11＋7＋16＋54＝－30の加算から生ずる
・現在価値は，年率12％で収入超過ないし支出超過を割り引くことで生ずる。たとえば，
　2010年の価値は，54（1＋0．12）　6　・・＋27
・累計現在価値は，各年の割引された収入超過と支出超過を加えることによって割引累積が生
　ずる。ととえば，2010年の価値は，－26＋－36．6＋－40．7＋7．8＋4．3＋9．0＋27　＝－54．9
　製品の正味現在価値は，各年の収入超過の合計の現在価値から各年の支出超過の合計の現在
　価値を差し引くことによって，あるいは，割引された累積的な収入超過ないし累積的な支出
　超過によって直接あらわすこともできる。事例では，－3．0となる。負の正味現在価値は，
　製品がライフサイクルにおいて，望まれる最低利子率を達成していないことを意味する。そ
　れでは，当該製品がもたらす実際の利子率は，どのくらいになるのだろうか。それは，内部
　利子率法によって算定することができる。
（内部利子率法の適用）
　投資の内部利子率は，年度の投資された資本が何％で利子化されるかを示している。それは，
投資の正味現在価値がゼロである利子率である。これに応じて，正味現在価値がゼロとなる内
部利子率rを解くことになる。
　内部利子率は，正味現在価値を算定するほど簡単ではない。PLCCingにおける内部利子率
の決定は，解くべき内部利子率rが，細かな累乗数値であらわれ，収支の流れも時間の流れで
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一様には回収されないということに難しさがある。このようなばあい，内部利子率は正確に決
定することはできないが，ここでは，補間法を利用するによって決定している。
◇　線型の補間法による製品の内部利子率の算定ステップ
①2つの実験的利子率rlとr2で，それに必要である現在価値KlとK2が決定される。
　　それぞれの現在価値はプラス符号とマイナス符号をもつようにする。
　現在価値計算から，計算利子率12％（＝r2）のばあい，資本価値は一3D2（＝K2）となるこ
とがわかっている。したがって，正の資本価値（＝K1）を生み出すための利子率（＝r1）は，
12％以下でなければならない。
　そこで，たとえば実験利子率r1＝11．3％としてみる。
K1＝－26－41／1．113－51／1，238769＋・…
K1＝－26－36．84－41ユ7＋7．98＋4．56＋9．37＋28．41＋41ユ2＋9．77＋3．05；0．25
実験利子率r1＝1L3％のばあい，＋0．25という正の資本価値となり，実験利子率r2・　12％のばあ
い，－3．02という負の現在価値が生ずる。当該製品の内部利子率は，11．3％と12％との間にあ
ることがわかる。
②一回目の近似値解は，次のように決定される。
　　　　　利子率r3＝rl＋kl／（kl・k2）＊（r2・rl）
実験的利子率r3＝O．113＋0．25／（0．25＋3．02）＊（0．12－0．113）
実験的利子率r3＝11．3535％
K3＝－26－41／1ユ13535－51／1．23996019622＋・…
K3＝－26－36．82－41ユ3＋7．97＋4．55＋9．35＋28．33＋4098＋9．73＋3．04＝0
③二回目以降の近似値解も，同じように算定される
　　　　　利子率r4＝rl＋Kl／（kl－K3）＊（r3・rl）
　　　　　利子率r5，　r　6，　r　7，・・・…
結果：
　本事例では，第一回目の補間法によって，製品の内部利子率は，11．3535％であることが算
定された。つまり，当該製品は，年あたり11．3535％で利子化されることがわかる。したがって，
当該製品は，望まれる最低利子率12％は，達成されないことになる。
（2）新製品の収益率の改善のためのシミュレーション（表6参照）
　クレミンーブーフは，以上のように，投資計算手法をPLCCingに適用する具体例を示した
あと，当該製品の収益率を改善することを考える。そのために，上述したシールズおよびヤン
グの発生サイクルにより発生する原価増加によって，のちの製造・販売およびサービス活動に
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　　　　　　　　　表6　投資計算方式によるPLCCingの適用例（2）
（出所）Beate　Ktemin－Buch（2004），　Strαtegisches　Kostenmanαgement，　3．Aufl．，　Gabler，　Wiesbaden，
　　　S．157f（一部修正）
より発生する原価の8～10倍を節約するという指摘を利用したシミュレーションを行っている
（Kremin－Buch，2004，　S．156f．）。
　表6は，表5で示された資料に，2004年の開発費＋1を増やし，その代わりに，市場サイ
クルとなる2007年～2011年までの5年間の製造・販売に関わる支出を，それぞれ一1ずつ引
下げ，合わせて一10の削減が可能であるとした。表6は，この支払いの流れの変化から，望
まれる利子率12％での，正味現在価値を示している。
結果：
　2004年の1百万ユーロでの開発費の増加は，生産・販売領域における10百万ユーロの節約
が可能となるという仮定のばあい，L7百万ユーロの製品の正の現在価値をもたらす。正の現
在価値は，望まれる最小利子一ここでは12％一よりも高い利子が達成されることを意味する。
つまり，当該製品の販売は，今，有利となる。当該製品の実際の利子は，ふたたび，内部利子
率法によって算定することができる。
内部利子率法
　補間法を何度も繰り返したあと，当該製品の内部利子率は，12．3645％であることが明らか
になる。それは，次の計算で，確かめられる。
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発生サイクル 市場サイクル 使用サイクル
1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期
売上高 1，000 12001β00 25001，500
変動費 400 480 7201ρ00 600
補償貢献利益 0 0 600 7201ρ80 1，500 900 0 0
固定費 200 300 250 200220 260 250 240240
期間利益 一200 一300 350 520860 1，240 650 一240 一240
累積原価 200 500 1，150 1，8302，770 4ρ30 48805，120 5β60
累積収益 0 0 1ρ00 2，200 4ρ00 65008ρ00 8ρ00 8ρ00
累積利益 一200 一500 一150 370 123024703，120 2β80 2β40
　　　　　　　　　　表7　単段階補償貢献額計算方式による構造
（出所）Brecht，　Ulrich（2005），　Kostenmanagement－Neue　Tools　fuer　Praxis－，　Gabler，
　　　Wiesbaden，　S．112．
K＝－27－41／1．123645－51／1．26257808602＋…
K＝－27－36．49－40．39＋9．16＋5．65＋10．05＋2782＋39．35＋9．05＋2．80＝0
4　補償貢献額計算方式によるアプローチ
　U．ブレヒト（Ulrich　Brecht）によれば，補償貢献額計算方式によるアプローチは，ライフ
サイクルという視点を考慮した段階別固定費回収計算である（Brecht，　2005，　S．111）。段階別固定
費回収計算は，まず，個々の製品にたいして変動費が関係づけられ，固定費は期間費用として
処理されるが，とくに，固定費を帰属計算可能性の視点から製品固定費，製品グループ固定費，
原価部門固定費，領域固定費および企業固定費に区分する。しかし，このアプローチは，複数
の製品，したがって複数のライフサイクルにたいして固定費が発生するならば，後述するよう
な期間成果の計算の限界にぶつかる2）。考察対象期間は，当該製品にたいする売上高あるいは
原価が発生しなくなる期間までである。この考察期間に対する製品成果は，当該製品の累積的
原価をこえる累積的な収益による余剰である。　個々の期間成果は，左下の式によって計算さ
れることになる。表7は，この補償貢献額計算方式をPLCCingに適用した例である。上述し
たように，PLCCingは，右下に示すようなライフサイクル志向の段階別固定費回収計算ない
し多段階補償貢献額計算の形式でもあらわすことができる。
　　　（単段階補償貢献額計算式）　　　　（多段階補償貢献額計算式）
　　　　　期間売上高　　　　　　　　　　　　期間売上高
　　　一　期間変動費　　　　　　　　　　　一　期間変動費
　　　＝　期間貢献利益　　　　　　　　　　＝　期間貢献利益1
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　　期間固定費
＝　期間利益
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　期間製品固定費
＝　期間貢献利益H
　期間製品グループ固定費
　期間貢献利益皿
　期間企業固定費
　期間成果
　この形式において，複数の製品にたいして固定費が発生するばあい，たとえば，製品Aと
製品Bを製造している企業があるとする。そのばあい，製品Aと製品Bにたいする研究開発費
のような製品開発原価は，企業固定費として当該発生期間に割当てられる。当該期間では，製
品Aと製品Bは，まだ製品として市場に提供されていないので，多段階補償貢献額計算では，
それぞれの製品の期間成果を示すことはできない。また，もし製品開発原価が，製品グループ
に関係づけることができるならば，当該期間の製品グループ固定費として割当てることも可能
である。製品Aと製品Bが，市場段階となるならば，売上高，変動費，製品固定費または製品
グループ固定費に関係づけられることになる。サービス・サイクルで発生する廃棄原価は，企
業固定費として割当てられることになる。表8は，これらの関係を示したものである。
　ライフサイクル志向の補償貢献額計算は，特定製品にたいする成果貢献を強調するものであ
る。ブレヒトは，次のように述べる。「補償貢献額計算は，原価で計算するので，原価発生の
時点を考慮していない。製品開発原価と製品保有原価は，発生した期間に割当てられることに
なる」（Brecht，2005，S．114）。製品成果を示す表としては不十分なものとなる。そこで，意思決
定に有用な成果計算のために期間志向性と発生原因志向性の2つを同時に達成する可能性を次
のように考察している（Brecht，2005，　S．114）。
①製品開発原価は，発生した期間の費用とするのではなく，固定資産の減価償却方法にな
　　らって，発生段階では，いわば資産のような形で集計しておき，のちの市場段階で期間償
　　却を行う。
②製品保有原価は，サービス・サイクルで計上するのではなく，経験則に基づいて，いわば
　　引当金のような形で，早めに市場段階で計上する。
ブレヒトは，このような考察をするなかで，原価概念の難しさがあることを示している。原価
は，一定の期間のなかで給付に関連した価値消費であり，製品は，原価負担者計算になってよ
うやく考慮されるものである。そこで，原価計算は，短期的な期間成果を強調するものである
ということも含めて（Brecht，2005，　S．114），ライフサイクルのような時間軸を考慮するために
は，投資計算方法のアプローチに優位性がある（Kremin－Buch，2004，　S．165）と主張されるこ
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期　間 1期 2期 3期 4期 5期
製　品 A A B A B B
売上高
ﾏ動費
補償貢献額1
ｻ品固定費
×××X ××× △△△ ×××× △△△△ △△△△補償貢献額1
ｻ品グループ
ﾅ定費
補償貢献額皿
企業固定費 ×××× △△△△ ×X×X
期間成果
期間（製品A） 1期 2期 3期 4期 5期
売上高
ﾏ動費
補償貢献額1
ｻ品固定費
×××× ×××× ××××補償貢献額II
ｻ品固定費 ×××× ××××
製品成果
　　　　　　　表8　多段階補償貢献額計算（上段）と製品成果計算（下段）
（出所）Brec比Ulrich（2005），　Kostenmanagement－Nezae　Tools　fuer　f）raxis－，　Gabler，　Wiesbaden，
　　　S．113～S．114．
とにもなるのである。
　ドイッでは，価値的原価概念と支出的原価概念という対立する代表的な原価概念がある。一
般的な原価概念は，価値的な原価概念といわれている。しかし，最近の意思決定志向の原価計
算についての原価概念では，支出的原価概念が有力であり，そのばあい，投資計算で利用され
る支払いとの差異はない（Kremin－Buch，2004，　S．161）。また，これまで見てきたように，基本
的には，PLCCingに適用する補償貢献額計算も，期間計算を放棄している。そこで，既述の
ように，このアプローチと投資計算方式との大きな相違は，時間価値の考慮にあるといえるの
かもしれない。しかし，前節で示した投資計算方法によるアプローチと補償貢献額計算方式に
よるアプローチには，その利用において，もっと大きな基本的な相違があるように思われる。
その相違を明らかにするために，ここでは，PLCCingとしての適用を考慮した補償貢献額計
算構造を示すことにする（表9参照）。そして，これに関連して，このアプローチの支持者で
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あるッェーボールドの見解を次に示すことにする（Zehbold，1996，　S．49f）。
　これまで繰り返し指摘してるように，発生サイクルで発生する製品開発原価とサービス・サ
イクルで発生する製品保有原価の重要性が増大することで，原価・収益・成果計算は，製品ラ
イフサイクルに拡大する必要がある。ツェーボールドは，このライフサイクル志向の概念につ
いて2つの重要な視点をとりあげている（Zehbold，1996，　S．49）。
　1つは，製造原価を引下げるために，製品ライフサイクル全体の投資の経済性が示されなけ
ればならないということである。たとえば，発生サイクルにおける投資活動が，その後のサイ
クルで発生する仕損費を縮小することになるならば，当該投資活動は，製造・販売に影響を及
ぼすことになる。したがって，投資の経済性計算は，すべての製品ライフサイクルにおける原
価構造と結び付けられなければならないと述べている。それによって，製品ライフサイクルの
全成果の影響に効果的な領域を見て取ることができるからである。ツェーボールドは，つづけ
て，その場合まず製造者の領域での原価代替の可能性を知ることが重要であるが，さらには，
潜在的な顧客が，製品購入後に，その保有によって生ずる原価の経済性について気づくならば，
そのような原価を引下げるための製造者の活動によって，販売価格にも影響を及ぼすことにも
目を向けている。それは，製造者の視点から，製品ライフサイクル・コストと製品ライフサイ
クル収益の相互作用にも影響を及ぼすことになる。そこで，ツェーボールドは，PLCCingの
課題は，純粋な原価作用をこえた包括的な成果作用とみなさなければならないと述べている
（Zehbold，1996，　S．49）。
　他の1つは，とりわけ，研究開発費のような発生サイクルで発生する製品開発原価の増加，
あるいは，市場サイクルの短縮化による，サービス・サイクルで発生する製品保有原価の増加
のばあい，製品ライフサイクルの収益性考察は，そのような別個の原価カテゴリーの算入を必
要とする。これらの原価は，製品製造のために発生する原価とならんで，できるだけ発生原因
志向で考察されることがますます重要となってきているのである。そこで，ツェーボールドは，
これらの原価が，望まれる期間までに回収可能かどうかを推定することが重要であり，その回
収プロセスを同時進行で統制，また事後統制することも重要であると述べる（Zehbold，1996，
S．49）。
　これらの視点から，ツェーボールドは，方法上，PLCCingに適用される補償貢献額計算の
基本構造の条件について，最も重要な点は，製品ライフサイクルを関係対象とした成果計算で
あること，そして，この成果計算は，特定の製品ライフサイクルにおける原価・収益構造を考
慮したものであり，ライフサイクル・コスト問およびライフサイクル収益の作用を分析できる
もの，顧客志向の販売価格から導き出される原価算定プロセスをもつ原価企画を考慮したも
の，の3つを組み込むことを要求している（Zehbold，1996，　S．49）。
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　　表9　期間補償貢献額計算の連続としての製品ライフサイクル補償貢献額計算
（出所）Zehbold，　Cornelia（1996），“Fruezeitige，　lebenszyklusbezogene　kostenbeein且ussung
　　　und　ergebnisrechnung∴　kostenrechnungspraxis，40Jg・，1，　s．50，
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ツェーボールドは，補償貢献額計算の方法論的な中心は，限界効用計算であり，これは，製品
ライフサイクル関連の成果計算3）にもあてはめることができる。その中心的な構造は，時間
関連の限界効用計算であり，回収計算以外のなにものでもないとする（Zehbolde，1996，　S．49）。
表9はこの基本構造を示したものである。上段の図表は，原価と収益が，製品ライフサイクル
の時間経過につれて発生するように示されている。そのばあい，次のことが前提とされている。
・発生サイクルおよびサービス・サイクルでは，原価だけが発生し，収益は発生しない。
　製造・販売サイクルでは，製品との関係で，変動費も固定費も発生する。計算利子部分は固
　定費に属する。固定費は，単純化して，期間的な間接費として示される。変動費は，数量比
　例的と単純化される。
・発生サイクル，製造・販売サイクル，サービス・サイクルの累積的な原価に，製品販売によ
　る累積的な収益が対照される。これは，製造・販売だけに応じて数量比例的に発生するもの
　とする。
　しかし，この図表には2つの欠点がある（Kremin－Buuch，2004，　S．163）。1つは，補償貢献
額は，製造・販売サイクルの各年において獲得されるが，その年間補償貢献額を直接には示し
ていないということであり，他の1つは，ッェーボールドも指摘しているが，製品開発原価と
製品保有原価の回収時点を知ることができないということである。そこで，さらに2つの図表
が加わることになる。中段の図表は，製造・販売サイクルにおける各年の製品補償貢献額を示
している。毎年達成される収益に，その年特定の固定費と年ごとの製品変動費を加えたものが
対照される。1つ目の欠点を補うためのものである。下段の図表は，上段の図表から製品開発
原価と製品保有原価を統合し，これらの原価合計を製造・販売サイクルの各年に負担させる。
これらの原価は，これらの「期間に帰属可能ではないが，期間の補償貢献額によって，補償さ
れるべき原価割当額」（Kremin－Buch，2004，　S．）と考えられる。したがって，これらの原価の
補償は，累積的な中段の図表から追求されることになる。この図表によれば，製品開発原価と
製品保有原価は，製造・販売サイクルの4年目前期に回収されることが明らかとなる。すなわ
ち，当該製品は，この時点から純利益4）を達成することになる。
　この図表では，詳細には示されなかったが，方法論的には，製造・販売サイクルにおける期
間補償貢献額計算は，表8の多段階補償貢献額計算方式による計算がより重要性があると考え
られる。
5　むすび
製品の市場サイクルの短縮化傾向は，近年の企業間競争の激化からますます進んでいる。そ
こでは，市場サイクル前で繰り返される製品開発と製品改良の重要性が高まり，市場サイクル
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退出後のサービス活動の重要性が高まっているのである。しかしながら，伝統的な原価計算は，
製造プロセスに重点をおくものであり，前者の活動によって発生する製品開発原価あるいは後
者の活動によって発生する製品保有原価は，間接費として発生した期間に割当てられていた。
今日，これらの原価の重要性が認識され，これらの意義を考慮した戦略的な意思決定を行うた
めには，新たな原価計算方法が求められている。それが，製品ライフサイクル・コスティング
（PLCCing）である。
　本稿では，上述した新たな原価カテゴリーの重要性を指摘するとともに，そのために生ずる
伝統的な原価計算手法の不足部分と，その不足部分を補うための解決策としてのPLCCingに
ついて検討を加えた。とくに，方法論上，経営意思決定に有用な会計情報支援手法として
PLCCingは，どのように適用されるべきかについて示した。1つは，投資計算方式によるア
プローチであり，他の1つは補償貢献額計算方式によるアプローチである。概観上，大きな相
違は，前者は時間価値を考慮し，後者は時間価値を考慮していないことにあることが明らかと
された。製品ライフサイクルという多期間にわたる計算であるということから，また，原価は
早い段階で決定されるということから，投資計算方式に優位性があるように思われる。他方，
多期間の製品ライフサイクルについて計算対象とするため，そして，時間価値を考慮しない補
償貢献額計算はあまり大きな意義がないように思われる。確かに，製品ライフサイクルの最終
段階でようやく示される製品ライフサイクル利益は，あまり重要性があるとはいえない。しか
しながら，補償貢献額計算方式は，期間計算を放棄したといいながらも，本論で示したように，
最終的には期間補償貢献額計算を問題とする。期間補償貢献額は，企業の当該期間でのさまざ
まな意思決定を積み上げた結果であり，製品ライフサイクル全体の補償貢献額とは相互作用に
よって考察されるべきものであると考えられる。PLCCingの特別な意義は，製品ライフサイ
クルの早い段階にある。早い段階でなされるべき戦略的な意思決定は，製品ライフサイクルに
おける各期間の成果作用の計算上の予測から得られるものである。つまり，製品ライフサイク
ルの初期段階での戦略的な意思決定と，製品ライフサイクルの部分期間の業務執行的な意思決
定との間には相互作用があると考えられるのである。そこで，補償貢献額計算によるアプロー
チによってその修正を提示した。投資計算手法によるアプローチおよび補償貢献額計算による
アプローチ，それぞれに特徴があるが，これらのアプローチをうまく統合するために，さらに
検討する必要があるだろう。そこには，以前から論じられている投資計算と原価計算の統合問
題が前提にあると考えられる。これらの統合問題の考察については，次の課題とする。
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【注】
1）W．ビルデマン（Horst　Wildemann＞も，21の建設関係の巨大企業の経験的調査に基づいて，初期段階でほ
　　ぼ50％，構想段階でほぼ75％，デザイン段階でほぼ80％，設計段階でほぼ90％の原価が決定していること
　　を示している（Wildemann，1982，　S．39f．およびS．108£）。
2）ただし，A．バックーホック（Andrea　Back－Hock）は，上述の製品ライフサイクル概念に従うならば，多く
　　の原価は，直接費として帰属可能だとしている（Back－Hock，1992，　S．709）。
3）（単位価格一単位変動費）×年間販売量一年間固定費＝年間補償貢献額
4）製品利益は，上段の図と下段の図とは同じ高さになる。上段の図では，製品ライフサイクルの全収益が，
　製品ライフサイクルの全原価に対照されることによって製品ライフサイクル利益が算定されることを示し
　　ている。これに対して，下段の図では，製造・販売サイクルにおける補償貢献額がt累積的な製品開発原
　価と製品保有原価に対照されることによって製品ライフサイクル利益が算定されることを示している。
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